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　京都大学（総長：長尾　真）と、日本電信電話株式会社（本社：東京都千代
田区、取締役社長：和田 紀夫／以下NTT）、パイオニア株式会社（本社：東
京都目黒区、取締役社長：伊藤 周男／以下､パイオニア）、株式会社日立製作
所（本社：東京都千代田区、取締役社長：庄山 悦彦／以下､日立）、三菱化学
株式会社（本社：東京都千代田区、取締役社長：冨澤　龍一／以下、三菱化
学）及びローム株式会社（本社：京都市右京区、取締役社長：佐藤　研一郎／
以下、ローム）の５社は、次世代の有機系エレクトロニクス・デバイス革新技
術に基づく新産業の創出を目的とした包括的産学融合アライアンス（以下、本
アライアンス）の成果について発表します。


　京都大学、NTT、パイオニア、日立、三菱化学、ロームは、２００２年８月
１日より、国際融合創造センター（京大ＩＩＣ）を核として、将来の新産業の
創出に繋がる知的創造や社会に対する新科学技術の先導・提言に貢献すること
を目標とする本アライアンスを開始し、「有機系エレクトロニクス・デバイ
ス」を包括的テーマとして１６の研究テーマ（参考資料１）を設定し、研究開
発を推進しています。

１． 趣旨


　本アライアンスでは、適宜成果の内容を発表することとします。今回、第１
回目として正式発足から８ヶ月間に得られた成果を発表します。


　本アライアンスは産学官連携の新しい事例として関係各所から注目されてお
りますので、運営に関して得られた知見も発表します。本アライアンスが、日
本における産学官連携のモデルケースのひとつとなることを期待しています。
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２． 成果


　本アライアンスでは、有機系エレクトロニクス・デバイスの要素技術であ
る、分子設計、有機合成、高分子合成・複合化、特性評価とプロセス開発、機
能デバイス化それぞれについて、参加企業の経験を生かす産学融合連携とテー
マ間の相乗効果が発揮される運営体制としました。テーマ毎に５社のすべてか
ら選任された研究者が京都大学の研究者に協力して研究が推進されています。
（補足説明参照）


　本年４月上旬までに開催される学会で発表を予定している成果のうち、４件
の内容を示します。

１． 「新規フラーレン誘導体の合成」
（代表者：京大化学研究所助手　村田靖次郎）
３月１８日から開催される日本化学会で発表予定。

 
◇ これまでより容易に分子内電子移動をおこさせる化合物の合成手法を開
発。

◇ 分子内に電子受容体であるフラーレン部位と電子供与体であるオリゴチ
オフェン部位を組み込んだ新規のフラーレン誘導体の合成に成功。

◇ 今後、有機系エレクトロニクス・デバイス材料に必要な材料全般の合成
に活用。

２． 「チタニアナノチューブを用いる色素増感太陽電池の高効率化」
（代表者：京都大学エネルギー理工学研究所教授　足立基齊）
４月１日から開催される電気化学会で発表予定。

 
◇ 京都大学では、本アラインス発足前からチタニア（二酸化チタン）のナ
ノチューブを用いた色素増感太陽電池の研究を推進。（特許出願実施済
み。）

◇ 本アライアンスにより光電変換効率 8.2 % を達成。
◇ 引き続きナノチューブの合成法を改良し、さらに変換効率向上を目指
す。

３． 「ナノギャップ電極を用いた有機ＦＥＴ」
（代表者：京都大学大学院工学研究科講師　石田謙司）
３月５から７日まで開催された第２回有機エレクトロニクス・バイオエ
レクトロニクス国際会議で発表済み。

 



◇ 有機半導体材料分子固有の特性発現を可能にする有機薄膜電界効果トラ
ンジスタ構造を提案。

◇ 高濃度にドープされたシリコンをゲート電極として、電子ビーム露光に
より２０ｎｍのナノギャップを持つソース、ドレイン電極を形成しトラ
ンジスタ動作を確認。

◇ 本技術は、ひろく有機半導体材料の評価手法として活用が可能。

４． 「電子材料接合界面の量子電磁相互作用の解析」
（代表者：京都大学大学院工学研究科教授　立花明知）
３月１８日から開催される日本化学会で発表予定。

 
◇ 分子トランジスタ材料として注目されているベンゼン-1.4-ジチオール／
ニッケル系材料について、デバイス特性を支配する電極との接合界面の
電子移動現象をシミュレーションで解析。

◇ 化学的・物理的相互作用のイメージを解析し、量子電磁場相互作用を明
らかにした。

◇ 本手法は広範囲の有機材料／電極界面の解析に適用可能であり、今後デ
バイス構造設計ツールとして活用。

以上

補足説明： 「包括的産学融合アライアンスの特長ある取り組みについて」

　京都大学と５社は、京都大学が有する世界トップレベルの基礎研究力（シー
ズ）と、企業が有する市場（ニーズ）指向の技術経営力の強みを融合すること
により、新たな科学技術の創造と、新産業の創出を目指して、２００２年８月
１日、京都大学国際融合創造センター（以下「京大ＩＩＣ」。センター長：松
重和美）を中核とする新しい包括的な産学融合研究アライアンスを開始しまし
た。


　本アライアンスは、「有機系エレクトロニクス・デバイス」の分野で、ナノ
テクノロジー、有機系および有機・無機複合新材料、次世代デバイス、新規プ
ロセス等をキーワードとして以下の５分野の技術開発を行うことを目指してい
ます。
  － 高機能フレキシブルディスプレイの基盤技術及び開発研究

  － 有機太陽電池及び高効率有機光電変換材料の開発研究

  － 有機系超大容量メモリデバイスの基盤技術と高機能光学材料の開発

  － 機能性ナノ複合体材料の開発とデバイス応用



  － 上記以外の有機系エレクトロニクスデバイス開発分野一般

　現在、１６の研究テーマが採択され、多岐にわたる専門分野の研究代表者が
参加しており、各研究テーマ間の相乗効果の発現にも配慮しております。（参
考資料１）参画人員は京大側要員９０名、企業側要員８０名となっています。

　本アライアンスの特長は京都大学と技術の垂直統合を可能とする業種の異な
る企業５社が複数の研究テーマを同時に推進する「異なる知の融合による創
造」、「新しい形の融合連携」にあります。（参考資料２）


　本アライアンスに参加する企業５社は、それぞれが有機系エレクトロニク
ス・デバイスの事業化に必要な、分子設計、有機合成、高分子合成・複合化、
特性評価とプロセス開発、機能デバイス化などの要素技術についての豊富な経
験を持っています。１６の研究テーマは、推進にあたって参加企業がその持ち
味をじゅうぶん発揮できるように配置されています（Technology Push）。ま
た、参加企業それぞれの事業分野の特長と視点を活かし（Market Pull）、製品
化の目標を共有しながら併行して各要素技術の研究開発を行うこと
（Concurrent Engineering）で、研究開発期間の短縮をはかります。（参考資料
２および参考資料３）


　このモデルを推進する過程では、研究分野の特定のために議論を重ねまし
た。京都大学の研究者とのブレインストームを開催することを含めて、産・学
双方のお互いの考え方に対する理解を深めた上で、２００２年の４月に研究分
野のキーワードを特定して、研究テーマの公募を全学に対して行いました。応
募された提案を元に各企業と提案者のミーティングが活発に行われ、テーマ選
定の段階から産学の融合化が進行し、テーマ間の相乗効果に配慮しながらテー
マ選定が行われたことが特長です。２００２年８月１日の正式発足後に、博士
研究員を中心に研究者の活発な採用が開始され研究チームが組織され、一部企
業からの研究者の派遣も開始されました。２００２年１０月までに融合連携を
推進する体制が整い、他の研究テーマとの連携との相乗効果を持たせた研究開
発が推進されています。（参考資料４）


　研究テーマを推進するチームは、京都大学側の研究代表者と研究協力者に加
えて、企業側から、京都大学の研究代表者とともに研究を推進し知的財産権の
確立についても共同責任をもつ「コーディネーター」、実際に共同研究を行う
専門家の「インダストリー・リサーチ・パートナー」、事業化を実施する５社
の関連会社から参画する「情報共有者」からなる構成としました。テーマ間の
相乗効果発現をはかるために、異なる専門分野から複数のインダストリー・リ
サーチ・パートナーを選任するように心がけました。各研究テーマは目的とす
る製品群ごとに設置したワーキンググループ毎に進捗管理を行っています。こ
れら一連の運営の任は（京都大学教授８名と各企業の部長・グループリーダー
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クラス１０名からなる）推進委員会が当たっています。さらに、知財推進ワー
キンググループを推進委員会に併設し、特許出願を加速できる体制としており
ます。（参考資料５）


　本アライアンス設立にあたって学んだことを参考資料６にまとめました。

以上

・参考資料　１

・参考資料　２

・参考資料　３

・参考資料　４

・参考資料　５

・参考資料　６


「本件についてのお問い合わせ先」
　京都大学
　国際融合創造センター

　電話：075-753-9174


　日本電信電話株式会社

　先端技術総合研究所企画部

　電話：046-240-5152


　パイオニア株式会社

　コーポレートコミュニケーション部広報グループ

　電話：03-3495-9903


　株式会社日立製作所

　コーポレート・コミュニケーション本部広報部

　電話：03-3258-2056


　三菱化学株式会社

　広報・ＩＲ室

　電話：03-3283-6274


　ローム株式会社

　広報IR室

　電話：075-311-2121
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